
　　消費税率（国・地方）が、平成２６年４月１日に５％から８％へ引き上げられたことに伴い、消費税収

（現行分の地方消費税を除く。）については、その使途を明確にし、社会保障財源化することとされてお

り、地方公共団体においても、地方消費税収の引き上げ分をすべて社会保障施策に要する経費に充

てるものとされています。

　　以上の趣旨を踏まえ、令和４年度長万部町一般会計決算における地方消費税市町村交付金（社

会保障財源化分）の社会保障施策経費への充当状況について、下記のとおり報告します。

記

（歳入） 市町村交付金（社会保障財源化分）

（歳出） 社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

引上げ分の
地方消費税

（社会保障財源
化分の市町村
交付金）

169,309 122,916 12,560 33,833

心身障害者特別対策費 169,309 122,916 12,560 33,833

69,521 411 7,668 5,157 56,285

予防費 120 9 111

老人福祉総務費 40,470 411 7,602 3,002 29,455

地域会館等管理費 448 66 33 349

その他 28,483 2,113 26,370

208,744 75,458 5,079 15,487 112,720

一般管理費 5,535 411 5,124

社会福祉総務費 1,110 750 82 278

心身障害者特別対策費 5,160 383 4,777

児童福祉総務費 6,344 471 5,873

児童措置費 177,291 74,708 5,079 13,153 84,351

公債費 13,304 987 12,317

26,859 2,193 1,993 22,673

社会福祉総務費 18,044 2,193 1,339 14,512

労働諸費 50 4 46

その他 8,765 650 8,115

474,433 200,978 12,747 35,197 225,511

高齢者福祉事業

令和４年度長万部町一般会計決算における地方消費税市町村交付金（社
会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要す
る経費について

７９,０００千円

１,０６４,８８８千円

（単位：千円）

事業名 経費

財　　源　　内　　訳

特定財源 一般財源

国道支出金 地方債 その他 その他

社会福祉

障害者福祉事業

児童福祉事業

社会福祉事業

小　　計



【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

引上げ分の
地方消費税

（社会保障財源
化分の市町村
交付金）

（単位：千円）

事業名 経費

財　　源　　内　　訳

特定財源 一般財源

国道支出金 地方債 その他 その他

80,481 36,130 0 5,971 38,380

社会福祉総務費 80,481 36,130 5,971 38,380

119,509 24,776 0 8,866 85,867

後期高齢者医療費 119,509 24,776 8,866 85,867

184,619 11,121 0 13,695 159,803

老人福祉費 184,619 11,121 13,695 159,803

384,609 72,027 0 28,532 284,050

29,719 9,547 2,708 2,204 15,260

心身障害者特別対策費 18,439 5,787 2,000 1,368 9,284

ひとり親家庭福祉費 5,520 1,227 300 409 3,584

児童福祉総務費 5,760 2,533 408 427 2,392

152,528 11,316 141,212

保健衛生総務費 2,528 188 2,340

病院事業費 150,000 11,128 138,872

23,599 360 431 1,751 21,057

一般管理費 39 3 36

児童措置費 39 3 36

保健衛生総務費 20 1 19

予防費 23,109 360 431 1,714 20,604

公園費 39 3 36

常備消防費 156 12 144

学校管理費 66 5 61

社会教育総務費 131 10 121

205,846 9,907 3,139 15,271 177,529

1,064,888 282,912 15,886 79,000 687,090

医療給付事業

社会保険

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

介護保険事業

小　　計

保健衛生

医療確保事業

疾病予防対策事業

小　　計

合　　計


